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Abstract 

Kamakura was the capital of ]apan in 12th century and is famous for historical and natural 

landscape. Many people vIsit Kamakura for sightseeing. So it is important to consider the 

landscape of Kamakura. This report is composed of following contents : 

1) Characteristics of the landscape of Kamakura 

2) Process of making good landscape in Kamakura until now 

3) Existing stage on the landscape of Kamakura 

4) Task to be solved in future on the landscape of Kamakura 
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1.はじめに

景観という言葉が広く多くの人に知られる契

機となった出来事として，平成11年 (1999)の

国立マンション問題が挙げられよう。その後の

裁判を通じて景観利益という概念が定着し.平

成16年 (2004)には景観法が制定され.景観は

法律上の市民権を得た。

それ以前にも，自然豊かな風景.歴史の重み

を感じさせる景色.人々の営みが反映される空

間等は風景，景色といった言葉で表現され.

人々はそれらを楽しんできた。世の中の変化が

緩やかな時代には.意識的にそれらを守ろうと

しなくても，それらが大きく改変される可能性

は低かった。また，田園調布のように心地よい

街並を造り出す努力も見られた。

大きな変化は戦後の高度成長期に訪れた。都

市人口の膨張が起こり.東京周辺で大規模な宅

地開発が行われ.郊外の風景が変わり始めた。

回国風景が住宅地に様変わりする現象は各地で

起きたが，特に鎌倉では，他の地域に比べて.

山と海に恵まれた風景や社寺を中心とする景色

が広く多くの人に印象づけられていたこともあ

ってか.こうした変化に対して敏感で.対応も

素早かったことが，今回の研究で明らかになっ

た。それは現在の景観に対する概念形成を先取

りする形のものであったと言えよう。

従って，鎌倉における景観形成の取り組みを

検証することは現在の景観のありょうを照らし

出すことにつながり，今後各地でのよりよい景

観形成を進める一助とすることができるo 本稿

はこのような立場に立って，まず，鎌倉の景観

の特質を，次いで，鎌倉における景観形成の取

り組みの変遷と現状を述べ.それらを基に景観

形成を進める上での問題点を指摘したい。

なお，鎌倉の基礎的なデータを示しておく。
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鎌倉市の人口は約17万人であり.その内高齢者

(65才以上)は約28%を占め，周辺の藤沢.平

塚.茅ヶ崎市が20-22%であるのに比較して高

い値であるo 面積は3953haである。都市計画

法に基づいて.市街化を進める市街化区域と市

街化を抑制する市街化調整区域とに区分されて

いるが.市街化調整区域は1384haであって全

市域の35%を占める。この値は隣接する藤沢市

の33%とほぼ同じ値であるが，藤沢市では平地

が多く主に農地に対して市街化抑制が図られて

いるのに対し鎌倉では丘陵や山林が対象とな

っているo 鎌倉駅から東京駅までは]R横須賀

線で約1時間であるため 東京への通勤が可能

で，また逆に休日には首都聞からの観光客も大

勢訪れ，平成20年の年間観光客は約1900万人に

達しているo

n.鎌倉の最観の特質

鎌倉市全図を図1に載せた。これを基に.本

論に入る前に現在の鎌倉の最観の現状と景観の

特質について.自然景観と市街地景観に分けて

以下に述べていく。

1.自然景観

1) 市域の3割を占める樹林地に固まれ.首

都圏では数少ない自然豊かな都市である。

山の高さは標高50-100mが多く.高い山

でも140-150mで連続した山波を形成して

いる。山の襲で三方山々に固まれた土地を

利用して.住宅地.神社仏閣が造られ.い

わゆる「谷戸Jの景観を呈し.鎌倉の景観
の大きな特徴となっているo この景観が守

られたのは.山は低いが急峻で山裾に住宅

があり.道路が狭く開発を免れたことが要

相模湾

図1 鎌倉市全国(鎌倉市景観計画を参考に作成)
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因と思われる。

2) 個別に山林を見ると神社仏閣の裏山は古

都保存法で守られ.その他の山々は住民の

保存運動もあり.諸法で緑地の指定を受け.

緑地は比較的良好に保全されている。鎌倉

ように山林に固まれた都市景観を呈してい

るのは首都圏では他に例を見ない。その景

観が鎌倉の大きな魅力の一つになっている。

3) 相模湾に面した旧鎌倉の南側6kmに及

ぷ材木座，由比ヶ浜，稲村ケ崎.七里ケ浜

海岸線は風致地区の指定と住民の献身的な

保存活動が相まって良好な景観が守られて

いる。一方，海の西には富士山と伊豆半島

が遠望される。鎌倉の海は明治以降保養地

として，現在は海水浴場.マリンスポーツ

の海として若者の人気を集めている。

2.市街地景観

1) 鎌倉は大きく旧鎌倉と大船地区とから成

り立っていて.交通は南北を貫く JR横須

賀線(大船一鎌倉)，内陸部を東北から南

西に至るモノレール線(大船一江ノ島)， 

海岸線に沿って走る江ノ電(鎌倉一江ノ

島)が平地の少ない市内を縫うように走っ

ている。また.道路については.新規開発

の住宅地を除けば.鎌倉の主要道路の形態

は中世以来それほど変わっていなし」旧市

街地は道路幅が狭く.山々が追った景観に

なっている。

2) 鎌倉の市街地(住宅地を含む)の街並み

は昭和30年代以降から現代までに形成され

た極めて新しい建物で形成され，歴史的な

都市であるが古い建物は残っていない。一

部では大正時代後半から昭和10年前後の建

物が散見される。

3) 鎌倉の顔である若宮大路は中央の段蔓

(桜並木)と正面の鶴岡八幡宮が通りの景

観を特徴づけている。道路沿いの建物は3

-4階建で比較的景観に配慮した建物が多

く.ヒューマンスケールの景観を呈してい

て屋上看板は設置されていなしh

4) 神社仏閣の門前町として栄えた由比ヶ浜

通り.長谷通り.大仏通りは道路沿いの商

庖街.背後は良好な住宅地を形成してきた

が近年.商庖街は商業の近代化.後継者の

問題等を抱え.一部歯抜け状態になり.従

来の景観が保たれなくなりつつある。

5) 北鎌倉駅周辺は線路.県道を挟んで両方

とも神社仏閣の裏山が迫っていて.県道沿

いは2階建の商庖街，山と県道の狭い空間

には一般の住宅が建てられ落ち着いた景観

を呈し景観法で景観地区に指定されてい

る。また県道から直角に谷戸が延びていて.

そこには住宅地や神社仏閣の境内が造られ

ている。

6) 大船駅周辺は鎌倉の新しい顔として，駅

前の再開発ピル.東側の商庖街が発展し

日々変貌している。道路形態は大正時代の

「大船田園都市J計画を引き継ぎ発展させ
今日に至っている D 芸術館通り街並みは5

-6階建のピルで高さも揃っていて良好な

景観が形成されつつある。 1階は商業施設.

2階以上は事務所.住宅となっていて「中

通り商庖街jとともに賑わいを醸し出して

いる。

m.震観形成に向けての取り組みの変遷

1.変遷の概要

鎌倉市における景観形成に向けての取り組み

を年表にまとめ.表1に示した。大正8年に制

定された旧都市計画法には.都市における良好

な自然景観を維持する地域として風致地区の規

定が盛り込まれていた。鎌倉市では昭和10年に

旧都市計画法の適用を受ける地域となり.昭和

13年に最初の指定が行われ，自然景観の維持を

重視する方針を持っていたことが読み取れる。

一方，大正11年から大船田園都市の開発が始ま

り，昭和4年には鎌倉山で住宅地分識が始まっ

た。大船田園都市の面影は今も大船駅東側地区

に遺り.桜の名所鎌倉山は緑豊かな住宅地とし
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表1 鎌倉市における景観形成に向けての取り組みの変遺

時代区分 鎌倉での事例 関連する制度、法規(県、市) 同左(国)

大正 大正11大船田困都市分諮問始 大正8 旧都市計画法(風致地

区制度を含む)

昭和 昭和4 鎌倉山分諮問始 昭和10 鎌倉町に旧都市計画法が

戦前 昭和13 風致地区の指定開始 適用

昭和31 都市公園法

昭和37 提原大規模宅地開発許可 昭和36 宅地造成等規制法

昭和39 御谷開発反対運動 昭和39 住宅地造成事業法

昭和41 歴史的風土保存地犠指定 昭和41 古都保存法

昭和 開始 昭和43 宅地開発等指導要綱 昭和41 首都圏近郊緑地保全法

戦後 昭和45 県風致地区条例 昭和43都市計画法

昭和48 都市緑地保全法(平成

16年に都市緑地法と改称)

昭和49 生産緑地法

昭和57 宅地開発等指導要綱を開 昭和55 都市計画法に地区計画

発事業指導要綱へ改める 制度が盛り込まれる

昭和57 県より建築、開発行政の

事務委任

平成2 洋風建築物の指定開始 平成2 洋風建築物の保存のため

の要綱

平成6 都市景観形成基本計画

平成7 まちづくり条例

平成8 最観重要建築物等の指定 平成8 都市景観条例

平成 開始 緑の基本計画

平成10 都市マスタープラン

平成11 かまくら景観百選選定 平成11 県屋外広告物条例の一部 平成12 都市計画法改正(市町

事務を市に委任 村への権限移譲)

平成12 地方分権一括法

平成15 景観づくり賞開始 平成16 景観法

平成17 市が最観行政団体に

平成20 景観地区、高度地区指定 平成19 鼠・観計画

ても知られている。 った。こうした開発は野放しにされていたわけ

ではなく.宅地造成等規制法による規制を受け

ていたが.この法律は危険な宅地造成を防ぐ目

的のものであり.宅地としての.さらに，市街

地としての快適性や景観を誘導するには十分な

力を持つものではなかった。

その後.戦中戦後の混乱期を迎え.社会全体

に景観にまで関心を払う余裕がない時期が続い

た。昭和30年代後半には高度成長期を迎え，都

市への人口集中が起き，その人口を受け入れる

ために住宅地開発が首都圏で盛んに行われるよ

うになった。鎌倉にもこの流れが押し寄せ.昭

和36年頃から市内各所で不動産会社.鉄道会社

等による大規模な宅地開発が行われるようにな

り，それまで5割以上あった緑地が減少して行

このような住宅地開発のひとつである.八幡

宮北側の御谷(おやつ)と呼ばれる谷戸の開発

計画に対し昭和39年に開発反対運動が起き.

開発は中止された。運動の中心となった鎌倉風
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致保存会によって御谷山林は買収，保存され.

日本におけるナショナルトラストの第1号と呼

ばれた。また.この運動を契機に昭和41年に古

都保存法が制定され.それに基づく歴史的風土

保存地域が指定された。鎌倉風致保存会は現在

も活動を続け，数多い市民団体のパイオニア的

存在である。行政側も市独自の宅地開発等指導

要綱を制定する等してこうした状況に対応した。

平成6-8年頃になると，こうした一連の動

きが景観という言葉で束ねられてきたことが指

摘出来る。都市景観形成基本計画.都市景観条

例が制定されたこと，洋風建築物の指定が景観

重要建築物の指定と名称変更したこと等である。

市民からの応募によるかまくら景観百選の選定.

景観づくり賞も，景観という概念の普及に役立

っている。また.平成に入っても緑地を大規模

な宅地に造成する計画が立てられたが. 3大緑

地と言われる常磐山.広町.台峰では計画が断

念された。これらは現在緑地として保存されて

いる。

国レベルでは平成16年の景観法の制定が重要

なエポックとして採り上げられ，これに基づい

て鎌倉市が景観行政団体となり.景観計画.景

観地区が指定されたという記述となろう。しか

し現実の流れは逆で.特定地区として現在指

定されている由比ヶ浜.大船の区域は，景観法

に先行する市の都市景観条例に基づく景観形成

地区として指定した区域をそのまま受け継いだ

ものである。これは御谷開発反対運動が古都保

存法に先行したことと同じで.問題が生じてい

る現場が産み出した知恵を後追いする形で全国

レベルの制度が作られている状況を端的に示す

ものと言えよう。

2.行政組織の変遷

国政レベルで「景観Jを意識し始めるのは昭

和40年代後半に入ってからで.r景観」という
用語が47年の都市計画中央審議会公園緑地部会

で出された「都市における公閤緑地の計画的整

備を推進するための方策に関する二次答申」に

見られる。「景観Jへの関心が急速に高まった
のは50年代に入ってからである。そこでも

「緑J関するものが中心で，街づくり等に関し

ては60年代に入ってからである。

鎌倉市の行政の対応に関して.ここでは50年

代後半から取り上げることとしその変遷を表

2に示した。鎌倉市では50年代まで「緑地」部

門が重視され.景観に関しては景観課ができる

まで関連課の下にある「風致係Jが対応してい
たと思われる。

平成2年に「洋風建築物の指定Jが始まって
いることから平成元年前後から景観に関する行

政の関心が強まったと思われる。平成6年に

「都市景観形成基本計画」の作成されている。

平成8年に都市部に都市景観謀新設され.本格

的な景観行政が始まり.r都市景観条例Jの制
定.r緑の基本計画Jが作成されている。この
年には建設部から「みどりJ関係が独立し緑
地海浜部(公閤緑地課.みどり諜.海浜課)が

作られている。

平成12年都市計画法の改正，地方分権一括法

で市町村に行政の権限が移譲され.市町村の業

務は拡大した。そのため市では平成13年に組織

を大幅に変更している。都市関係では都市部と

緑地海浜部が緑政都市部と都市調整部に再編さ

れているが課はそのまま引き継がれている。

平成16年に景観法が制定され.翌17年鎌倉市

も「景観行政団体Jとなっている。平成18年に
景観.緑地関連が景観部に昇格し景観行政が

更に重視されるようになり，平成19年景観計画

が作成された。平成21年都市計画部がまちづく

り政策部変更され.まちづくり政策課が新設さ

れ，その後行政として住民主体の「自主まちづ

くりJに力を入れることになる。

これまでの歩みを見てくると法や条例の制定.

社会の動j 住民の要求等で行政組織は再編さ

れ.進化，拡大されてきていることが分かる。

W.景観形成に関連する取り組みの現状

昭和40年代に入り環境保全と開発を規制する
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衰2 景観l則迎の行政組織の変遷(空白部は前年度と変わらず)

都ili!tt間 開発許可 建築指樽 lIIIiIi録鋭 緑化事業 脇市政策 imレベルの変 景観等に関巡

化 に寸・る出来事

昭豹I56{!:. 建策郎 x 建築部 池段節 x 

ttili針飼諜 開予E則自E銀 公園みどり銀

{風致係}

昭お157{J!. 土木綿 建築締 建築部 土木節 土木綿 x 

↓ら蜘
県より建段、

都市計閥探 開発tIliIJ1'11 組築指導線 部iIi調蚊線 公闘みどり線 開発行為の事

{風致係} 土木郎 務香{壬

平成元年 tl¥iliil十商採 x 

{風致係}

平成2!J!. 郷市語審 都 iIi 官官 都市部 x ll!投部 企尚官事 建集部、土木郁 {洋風建築物

都市計翻課 開発揃噂線 建築指導課 公園探 都ili政鍛ii の指定}

{凪数係) みどり推進限 建設郎、都市部

平成8!J!. 郷市部 緑地海浜郁 企嗣郎、都ili 緑地海i兵部新 都市景観条例

郷市最健保 公闘録地銀 政策m当の 設 (ls絞郎から 緑の基本ー計画

みどり採 み 独立)

平成 12!手 x 郷ilill十商法改

ar (市町村に

権限移銭}

地方分権一括

法

平成 13年 緑政lIIIi行部 都市制盤的 都市調整部 S事故郷市節 緑政都ili郎 縁故郷iIi郎 都市部、館地t毎

lilIilill十鴎alI! 開発tni阜al! iJl築俗語手銀 都市最観保 公闘緑地銀 r.lIiIi政策鵡

緑浜政部都+111郎
みどり課

者賀市悶段郎

平成 15tj:. 部iljf十閥郎 書Silia十両郎 鶴市計画部 書置市針函fts 館市設備部 企凶郎 緑政都ili郎、l:s

df;ili針図録 開発術ilf.繰 iJl築指日u畢 書置市f量規課 公閤緑地銀 df;iIi政策認
市鋼綾部郎↓ 

みどり諜 都市百十両

部市盤側飼l

平成 16{j:. 16 r手紙観法

平成 18年 最鰻節 景観部 x 景観郎新段 17 !J!.景観行政

fJ市最観限 みどり課 団体に

公悶緑地課 19!J!.i貴観計画

平成21tj:. まちづ〈り 都ili悶殿町日 部ili岡綾部 』史観郎 まちづくり 都市計附郎+

政策郎 開発術}縛線 iJl~指導課 みどり課 政策郎 まちづくり政

ll!:ilill十両線 公園海浜銀 まちづくり 策郎

政策線

平成 23tj:. 
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法律が多く制定され，環境問題が一般に論ぜら

れるようになった。街づくりに関しては建築基

準法で建築協定制度があったが活用されず，昭

和40年代後半ごろから民間の新規開発で導入さ

れるようになった。昭和55年には地区計画制度

が導入され，都市計画が比較的小さな地区を対

象に市民目線で計画されるきっかけとなった。

平成に入って「緑Jの重視から街づくり.景観
に市民の関心が高まり行政もそれらに関する制

度を充実させてきている。表3に従って各制度

の特徴を述べていく。以下のA-Nは表3のA

-Nに対応している。

A.都市計画緑地(都市計画法)

都市計画法第11条に基づく都市施設のーっ

として定めることができ.都市のおける緑地

の保全と緑化の推進のための基本計画を定め

るとしている。鎌倉市では3か所(浄妙寺.

山の内西瓜ヶ谷，広町)が指定されている。

一番新しい広町緑地は丘陵の樹林.谷戸.水

系からなる豊かな自然環境を有し動植物の

生息生育地である大規模な樹林地であること

を理由としている。

B.特別緑地保全地区(都市緑地法)

都市緑地法第12条で定めることができる地

区。要件は

1) 無秩序な市街化を防止し良好な景観を

守り住民の健全な生活環境を守る目的のも

の

2) 神社，寺院等の建造物，遺跡等と一体と

なって伝統的.文化的な環境を有するもの

3) 風致または景観に優れていること.動植

物の生息地.生育地として適正に保全する

必要がある地区

等々である。地区内では建築物の新築.改増

築.造成等は許可を必要とする。鎌倉市では

8か所指定されている。(城廻.昌消院.岡

本.玉縄城祉.常盤山.寺分一丁目.天神山.

手広・笛田)

C.近郊緑地保全地区(首都圏近郊緑地保全

法)

首都闇近郊緑地保全法第3条に指定される

地区で市町村を越えてで指定できるo指定は

関係地方公共団体等の意見を聞き，国土交通

大臣が行う。要件は

1) 無秩序な市街地化の恐れが大で.かっ首

都及び周辺地域の住民の健全な心身の保持

及び増進に寄与すること。

2) これらの地域の公害若しくは災害の防止

の効果が著しい緑地であること。

であり.建物の新築・増改築.宅地造成.木

竹の伐採の等に閑し知事への届け出が必要で

あるo 円海山・北鎌倉近郊緑地保全地域は横

浜市802ha.鎌倉市294ha.計1096haである。

D.生産緑地地区(生産緑地法)

生産緑地法第3条で市街区域内にある農地

等に指定される地区。要件は公害又は災害の

防止.農林漁業と調和した都市環境の保全等

良好な生活環境の確保に相当の効果があり.

公共施設等の用に供する土地として適してい

ること。地区内では建築物の新築.増改築.

宅地造成.土石の採取等が許可制であり.市

内で17.5haが指定されている。

E.都市計画公園(都市計画法)

都市計画法第11条に基づく都市施設のーっ

として指定される。鎌倉市ではこれまで大小

公園(街区公園.近隣公園，地区公園，総合

公園，風致公園等々)が指定されている。公

園整備.保全等には都市公園法が適用される。

F.風致地区(都市計画法)
都市計画法第8条に基づいて指定される。

3項に「都市の風致を維持するため定める地

区とするJとしている。地区内では建築物の

新築.増改築.宅地造成.木竹の伐採等が制

限される。大正8年の旧都市計画法で風致地

区が創設されたがそれ程の成果はなく.昭和

30年代の経済の高度成長とともに開発の波が

郊外に拡大したため.住民の生活環境守る手

段として風致地区が見直され，指定を拡大さ

れた。鎌倉市では全市域の55%が指定され.

鎌倉の景観を守っている。
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表3 鎌倉市で実施されている景観形成に関連する地域・地区制度

分類 地域・地区制度の名称 鎌倉での 法的根拠 規制内容、規制方法 箇所 合計面 市の担当部署

初例 (成立年) 積(ha)

A都市計画緑地 平成17 都市剖・商法~ 2 48.6 景観部(2005) {昭和43) 公園海浜疎

自 B特別緑地保全地区 平成14 都市緑地法 造成、建物の新築の許可 8 41.4 景観部

然 (2002) (昭和48) みどり腺

最 C近郊緑地保全区域 昭和44 首都国近郊緑地 造成、開墾、形質変更、 11 294 景観部都市景

観 (1969) 保全法 木材伐採、水面埋立、建 観牒

(昭和41)物の新築、増改築の届出

D生産緑地地区 生産緑地法 住宅等の建物の禁止、農 141 17.5 まちづくり政

{昭和49)林水産用施設で市長が許 策部

可したもののみ建築可 都市計画限

E都市計画公園 都市剖・画法

~ 
52 まちづくり政

自 (昭和43) 策部都市計画

然 課

最 F風致地区 都市計画法 造成、開盤、形質変更、 多数 2194 景観部

観 (昭和43)建物の新築、増改築(高 都市最観融

+ さ、建ペい率、壁面後退

市 の制限あり)の昨可

街 G歴史的風土保存区域 造成、建物建築に知事へ 5 989 景観部都市景

最 昭和41 古都保存法 の届出が必要 観課

観 歴史的風土特別保存地区 (1966) (昭和41)造成、建物建築に知事の 1 3 574 

許可が必要

/ 
H地区計画 平成4 都市計画法 敷地分割、建物高さ、形 8 24 まちづくり政

(1992) (昭和43)館、壁面後退、色彩等の 策部

建築基単法 制限 都市計画腺

(昭和25)

I建築協定 昭和48 建築基準法 敷地、建物の位置、構造 13 都市調整部

(1973) (昭和25)、形態、意匠、設備 建築指導課

J住民協定 昭和54 なし 向上(罰則なし) 50 都市銅盤部

市 (1979) 建築指導眼

街 K自主まちづくり計画 平成7 鎌倉市まちづく 敷地、建物の位置、高さ 1 3 まちづくり政

景 (1995) り条例(平成7) 等のガイドライン(間則 策部まちづく

観 なし) り政策課

L景観地区 平成20 景観法(平成16)敷地規模、建物の形路、 2 232 景観部

(2008) 意匠、高さ、壁面後退の 都市景観牒

制限

M特定地区 平成19 鎌倉都市景観条 形質変更、建築行為(敷 3 景観部

(2007) 例(平成8) 地規模、建物の形態、意 都市景観眼

匠、商さ、壁面後退の制

限あり)の届出、形態、

意匠の変更命令{市長)

N高度地区 平成20 都市計画法 第1極中高層住居専用地 多数 340 まちづくり政

(2008) (昭和43)域内の建物商さの制限 策部

建築基単法 15m、確認申舗

(昭和25)
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G.歴史的風土保存区域，歴史的風土特別保存
地区(古都保存法)

古都のおける歴史的風土の保存に関する特

別措置法(古都保存法)で歴史的風土保存区

域は第4条に，歴史的風土特別保存地区は第

6条に定められている。風土保存区域では建

築物の新築.増改築.宅地造成，木竹の伐採

の届出，風土特別保存地区では許可制をとっ

ている。鎌倉市では歴史的風土保存区域が5

地区 989ha.歴史的風土特別保存地区が13

地区573.6haが指定されているo これら 2地

域.地区は神社.寺院の敷地・裏山.歴史的

遺跡の跡及び周辺地域が指定され.全市域の

39%となっている。

H.地区計画(都市計画法)
都市計画法第12条4項により地区計画を定

めることができる。住民の生活に身近な地区

を単位として，道路・公園等の配置や建物の

建て方等地区の特性に応じて住民の意向を反

映して細かく定めることができる。地権者の

合意形成を基に都市計画の決定手続きが必要

である。市街景観の形成も求められる地区で

は.この制度活用で景観の誘導も図れる。市

には8地区が指定されている。

1.建築協定(建築基準法)

建築基準法第69条により土地所有者等が特

定行政庁に申請し建築協定の許可を受けるこ

とができる。住宅地の環境や利便の維持・増

進を図るため.協定区域の建築物に関する

種々の基準を設準ける制度で.調和のとれた

商庖街や周囲に調和した良好な住宅地を守る

ため.建物の高台壁面の位置.構造等を.

景観を考慮して定められる。地区計画より法

的拘束力は弱い。市では13地区でこの協定が

結ぼれている。

J. .住民協定

住宅地として.良好な環境の維持・増進を

図るため，通常自治会や町内会.また一部地

区で住民が自発的に建築等に関する取決めや

約束ごとを定める制度。法的に基づくもので

はない。市には50地区でこの協定が結ぼれて

いる。

K. 自主まちづくり計画(鎌倉市まちづくり条

例)

鎌倉市まちづくり条例第31条に基づく住民

の自主的提案計画であるo 住民が主体となっ

て定めるまちづくりの目標，方針，自主的な

ルールのことで.景観面を含めた「快適な居

住環境の保全と創造Jを図ることを目的にし
ているo計画は地区の住民の大多数により構

成されると認められるものとしている。市に

は13地区でこの計画が策定され運用されてい

る。

L.景観地区(景観法)

景観法第61条に基づいて市町村は市街地の

良好な景観形成を図るため.都市計画に景観

地区を定めることができるo建築物の意匠の

制限は無論，高さの最高低制限，壁面の位置

制限等を定めることができるo この地区で建

築物の建築等をしようとする者は.あらかじ

め.その計画を市長へ申請し，認定を受けな

ければならない。鎌倉景観地区(若宮大路を

中心に)と北鎌倉景観地区の2地区が指定さ

れている。

M.特定地区(鎌倉市都市景観条例)

都市景観条例第7条に基づき.特に地域特

性を活かした景観形成が必要な地域を特定地

区に定めることができるo特定地区は，景観

計画に準じて特定地区計画を定め，必要な行

為の制限を行うことができるo 建築物の建築

等の行為.土地の形質の変更，木竹の伐採等

届出が必要となる。市によって現在，由比ヶ

浜通り地区，由比ヶ浜中央地区.鎌倉芸術館

周辺地区の3ヶ所が指定されている。

N.高度地区(都市計画法)

都市計画法第8条に基づく高度地区を指定

できる。鎌倉市では良好な居住環境の保全や，

既成市街地における魅力的な都市環境・都市

景観の形成を図るため，新たな建築物の高さ

を15m以下とする高度地区の指定を行って

-89ー



共立女子短期大学生活科学科紀要 第55号 (2012) 

いる。鎌倉市は高度地区を計約340ha指定し

ている。

V.結び展観形成を進める上での問題点

本稿では，鎌倉の景観の特質，および，鎌倉

における景観形成の取り組みの変遷と現状を検

討してきた。それらを概観すると.行政は時代

の変遷に対応して諸施策を実施してきたことが

看て取れ.その努力は認められるが.現状は大

変複雑な制度となっていることも確かである。

従って，市民目線に立った，よりシンプルで分

かり易い制度が求められていると言えよう。こ

うした視点から，最後に，今後の取り組みに向

けて必要と思われる以下の2点を指摘しておき

たい。

第1の点は.景観形成の窓口を地域に一本化

することである。これまでの取り組み(表1.

2)を見て理解されるように.これまでは，何

か問題が生じるとそれに対応して新たな制度を

設け.00地区という形で適用地区を指定し
行政側ではそれをムム課が担当する.という方

法を繰り返していた。その結果.表3のように

数多くの地域.地区が指定され，それぞれの地

区に様々な制度が適用され，市のいろいろな部

署が対応する状況になっている。その一方で，

逆方向のアプローチ，即ち，ある場所を採り上

げた場合.そこには何種類の地区指定が適用さ

れ，適用される制度を集成するとどのような内

容になるかを把握しようすると，それに応じて

くれるサービスは整っていなしh その結果.そ

の場所でどのような街づくりが可能か，あるい

は，その場所に必要でありながら適用されてい

ない制度はないか， といった検討を行うことが

大変困難な状態となっている。

似た現象は.2∞8年末.2∞9年末に起きた
「年越し派遣村」でも見られた。派遣労働を打

ち切られて失職し住み込んでいた寮も追い出

され.将来に向けて職業訓練も受けたいと希望

する人がいた場合.従来は，就職斡旋は00課
で，住宅紹介はムム課で，職業訓練は口口謀で

と対応が区分され.それぞれに相談に行かなけ

ればならない方式であった。 2∞9年末にはこれ
を改め，ひとりの人に必要なサービスをその人

の元へ持ってきて一度で相談を済ませるワンス

トップ窓口化することが提案された。同じよう

に.将来.景観形成をより有効に進めるには.

制度ごとにではなく地域ごとに窓口を設け.そ

の地域の問題解決に関係する制度を地域の方に

引き寄せて利用するという方法を採る必要があ

るのではないだろうか。

第2の点は，第1の点と関連するが，ワンス

トップ窓口化を実現するには，表3の現行制度

を分かりやすく利用しやすい形に整理する必要

があろう。表3に至るには表1. 2の経過があ

ったからであり.それぞれの時点では最大限に

努力した結果であろうが，多くの制度が重なっ

て大変分かり難くなっているのも事実である。

将来起きることは予測しがたいが過去に起きた

ことは理解しやすいことを考えれば，時間的に

後の制度が前の制度を包括する形で整理する以

外に方法はない。また，より広い概念が小さい

概念を包括することは可能であるが，逆は難し

し、。

そうであれば，時間的に最も新しい制度の拠

り所であり，また.自然環境も人手が加えられ

た市街地も，そして，伝統的な街並も新しい都

市も含めて広範囲に対象とすることができる景

観という概念がこうした整理の手法として最も

有効である可能性が指摘出来る。表3では景観

に関する制度はその他の制度と共に数ある制度

のひとつであるが，将来的には他の制度を包括

した「拡大景観法Jといった制度が考え得る。
この法は.古都保存法や景観法の場合と同様に，

現実問題として取り組みながら解決策を見出し

ていく現場がパイオニアとなって作っていく以

外に方法はなく，鎌倉はその現場として最も有

望であろう。
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